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議案第３７号 

 

令和６年度瑞穂町下水道事業会計予算 

  

（総則） 

第１条 令和６年度瑞穂町下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１）計画人口                        32,000 人 

（２）年間処理水量                        4,029,000 ㎥ 

（３）一日平均処理水量                         11,038 ㎥ 

（４）主な建設改良事業 

     公共下水道事業委託                 30,290 千円 

     長岡１号幹線布設工事業務委託          1,798,213 千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

収  入 

 第１款 下水道事業収益                    1,309,591 千円 

  第１項 営業収益                      507,945 千円 

  第２項 営業外収益                     801,646 千円 

支  出 

第１款 下水道事業費用                      1,243,831 千円 

  第１項 営業費用                     1,208,935 千円 

  第２項 営業外費用                     29,896 千円 

  第３項 予備費                       5,000 千円 

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額

が資本的支出額に対し不足する額 196,938 千円は、過年度分損益勘定留保資

金 196,938 千円で補填するものとする。）。 

   

 

 

 



 

 

収  入 

 第１款 資本的収入                     1,858,686 千円 

  第１項 企業債                       708,100 千円 

  第２項 他会計出資金                      8,636 千円 

    第３項 補助金                    1,140,777 千円 

  第４項 負担金                        1,173 千円 

支  出 

第１款 資本的支出                       2,055,624 千円 

  第１項 建設改良費                   1,929,064 千円 

  第２項 企業債償還金                    126,560 千円 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとお

りと定める。 

事 項 期 間 限 度 額 

瑞穂町水洗便所改造資金 

融資損失補償 

令和 6 年度から 

令和 9 年度まで 

金融機関がこの融資により回

収不能となった元利償還金 

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとお

りと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

 

 

公共下水道 

事業債 

 

 

千円 

 

665,500 

 

 

証書借入 

又は 

証券発行 

 

 

 

 

 

 

 

2.0％以内 

（ た だ し 、

利 率 見 直 し

方 式 で 借 り

入 れ る 場

合 、 利 率 見

直 し を 行 っ

た 後 に お い

ては、当該 

見 直 し 後 の

利率） 

借入のときから

据置期間を含め

40 年以内 に元

金均等又は元利

均等償還する。

ただし、町財政

の都合により償

還 年 限 を 短 縮

し、又は低利債 

に借換えするこ

とができる。 

 

流域下水道 

事業債 

 

 

 

42,600 

 

 

合 計 708,100    

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、60,000 千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のと



 

 

おりと定める。 

（１）営業費用と営業外費用の間の流用 

（２）建設改良費と企業債償還金の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金

額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会

の議決を経なければならない。 

（１）職員給与費                         51,793 千円 

 

令和６年２月２９日提出 

 

瑞穂町長   杉 浦 裕 之 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 



 

 

 

  
 
 

瑞穂町下水道事業会計予算 

に関する説明書 

 

 

 



1 下水道事業収益 1,309,591

1 営業収益 507,945

1 下水道使用料 447,269

2 他会計負担金 60,490

3 その他営業収益 186

2 営業外収益 801,646

1 受取利息及び配当金 2

2 他会計負担金 245,033

3 補助金 15,375

4 長期前受金戻入 470,850

5 消費税及び地方消費 70,386

税還付金

1 下水道事業費用 1,243,831

1 営業費用 1,208,935

1 管渠費 225,618

2 ポンプ場費 37,025

3 業務費 200,706

4 総係費 98,859

5 減価償却費 646,727

2 営業外費用 29,896

1 支払利息及び企業債 29,896

取扱諸費

3 予備費 5,000

1 予備費 5,000

令和６年度瑞穂町下水道事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

収　　入 （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考

支　　出 （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考
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1 資本的収入 1,858,686

1 企業債 708,100

1 企業債 708,100

2 他会計出資金 8,636

1 他会計出資金 8,636

3 補助金 1,140,777

1 国庫補助金 760,518

2 都補助金 380,259

4 負担金 1,173

1 受益者負担金 167

2 国庫負担金 1,006

1 資本的支出 2,055,624

1 建設改良費 1,929,064

1 管渠整備費 1,881,703

2 多摩川上流流域下水 36,898

道建設負担金

3 多摩川上流流域下水 10,463

道改良負担金

2 企業債償還金 126,560

1 企業債償還金 126,560

目項款

収　　入

資本的収入及び支出

（単位：千円）

備　　　　　考予　定　額

支　　出 （単位：千円）

款 項 目 予　定　額 備　　　　　考
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（単位：円）

 1　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 1,143,733

減価償却額 646,727,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 350,524

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 50,000

長期前受金戻入額 △ 470,850,000

受取利息及び受取配当金 △ 2,000

支払利息及び企業債取扱諸費 29,896,000

未収金の増減額（△は増加） △ 41,809,305

未払金の増減額（△は減少） 97,470,699

　小　計 262,876,651

利息及び配当金の受取額 2,000

利息の支払額 △ 29,896,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 232,982,651

 2　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 687,806,672

無形固定資産の取得による支出 △ 43,055,456

補助金による収入 800,816,000

負担金による収入 2,460,626

投資活動によるキャッシュ・フロー 72,414,498

 3　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 708,100,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 126,560,000

他会計からの出資による収入 8,636,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 590,176,000

資金の増加額（又は減少額） 895,573,149

資金期首残高 854,603,938

資金期末残高 1,750,177,087

令和６年度瑞穂町下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

(令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで)

－8－



１ 一 般 職

（１）　総　括

備考　（ ）内は、短時間勤務職員で外書き

（２）　給料及び職員手当の増減額の明細　

給与改定の状況

実施時期

平均昇給率　　2.01%

昇給期 4 月

職員数 2 人

250

 その他の増減分
扶養手当、超過勤務手当、通
勤手当、退職手当負担金等

△ 593
 職員構成の変動等に伴う
 増減

△ 593

51,793

250

53,128

千円

 普通昇給に伴う増

△ 698 △ 1,335

8,331

千円

540

千円

前年度 10,771 540

△ 364

3,595

△ 66

備　考合　　計

千円

千円

職員手当 △ 343

 給与改定に伴う増分 地域手当、期末・勤勉手当 給与改定に伴う増

千円

増減事由別内訳

千円

 普通昇給に伴う増分

181

115935

備　　　　　考

△ 228

増 減 額 説　　　　　明

退　職
手　当
負担金

期末・
勤　勉
手　当

住　居
手　当

千円千円

10,893 3,231

千円

2,637 26

特　殊
勤　務
手　当

児　童
手　当

122

26

区　　分

千円

職員数

千円

報　　酬 給　　料 職員手当 計

給　　　　　　与　　　　　　費

△1（1）

比　較

690

245

732

△ 52

840

の 内 訳
504 2,585840

扶　養
手　当

千円

本年度

千円

管理職
手　当

区　分

給与費明細書

千円

44,160

地　域
手　当

超　過
勤　務
手　当

職員手当

法定福利費

千円

7,633

△ 294 △ 343

　人 千円 千円

△ 637

24,785

千円

20,012

本 年 度 24,491 19,6695（1）

6     前 年 度

通　勤
手　当

比　　較

44,797

区　　分

△ 294給　　料

 給与改定に伴う増分 122

 その他の増減分

156

△ 572  職員構成の変動に伴う増減

 給与改定に伴う増 122 改定率　　　　0.50%

令和5年4月1日

△ 572

156
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（３）　給料及び職員手当の状況

ア　職員１人当たり給与 イ　初任給（令和６年１月１日現在）

円

円 円 円

歳 4 月 円 円

円

円

歳 5 月

ウ　級別職員数 エ　昇給

人 人

人 ％ 6 6

2 2

2 2

人 ％

％ ％

6 6

4 4

4 4

（級別の標準的な職務内容）

　職　　務　　内　　容 ％ ％

 　部長の職務

 　課長の職務

　 係長の職務

 　主任の職務

 　主事の職務

一般行政職 一般行政職

区　　　　　　　　　分 一 般 行 政 職
区　　　分

町 国

令和6年1月1日
平均給料月額 340,137

396,267 高　校　卒 160,100 166,600平均給与月額

令和5年1月1日
平均給料月額 344,233

総合職 196,200現　　　　在 平 均 年 齢 52 大　学　卒 196,200

一般行政職
区　　　　　　分

現　　　　在 平 均 年 齢 49

平均給与月額 405,173

級 職員数 構成比

一　 般　 行　 政　 職
区　　　　　　　分

合計

5 級

本
年
度

職員数（Ａ）

昇給に係る職員数（Ｂ）

3 50.0 3 号給

4 号給

1 号給

職員数（Ａ）

令和6年1月1日 4 級 1 16.7

号給数別内訳

計

1 級

2 級
現　　　　在

3 級 2 33.3 2 号給

比率（Ｂ）／（Ａ） 33.3 33.3

5 号給

6 号給

6 100.0

令和5年1月1日 4 級 1 16.7

前
年
度

5 級

現　　　　在
3 級 2 33.3 昇給に係る職員数（Ｂ）

100.0 3 号給

4 号給

2 級 3 50.0

号給数別内訳

1 号給

2 号給

5 号給

（令和６年１月１日現在） 6 号給

1 級

計 6

66.7 66.7区　　分 比率（Ｂ）／（Ａ）

一
般
行
政
職

5 級

4 級

3 級

2 級

1 級
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オ　期末手当・勤勉手当

カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当（令和６年１月１日現在）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

キ　地域手当（令和６年１月１日現在） ク　特殊勤務手当

全 域

％ ％ ％

人 ％ ％

地域区分により

～ 0 ％

ケ　その他の手当（令和６年１月１日現在）

 配偶者 6,000円（4級職員 3,000円）  配偶者 6,500円

 子 9,000円  子 10,000円

 満16歳の年度初めから満22歳の年度末  満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子

 までの子 1人につき 4,000円を加算  1人につき 5,000円を加算

 父母等 6,000円（4級職員 3,000円）   父母等 6,500円

 

 当該年度末35歳未満の世帯主等で借家人 

 15,000円  借家家賃区分に応じて 28,000円まで

 交通機関使用者 55,000円まで  交通機関使用者 55,000円まで

 交通用具使用者 7,400円まで  交通用具使用者 31,600円まで

国 の 制 度

代 表 的 な 特 殊 勤 務
手 当 の 名 称

住 居 手 当 月 額

通 勤 手 当 月 額

扶 養 手 当 月 額

区　　　分 町 国

（ 支 給 率 ） 20.0

 特定危険現場作業手当

支給対象職員１人当たり
平 均 支 給 月 額

支給対象職員数 6
支 給 対 象 職 員 の 比 率
（令和6年1月1日現在）

83.3 83.3

361

支 給 率 10.0 給料総額に対する比率 0.11 0.11

支 給 対 象 地 域 区　　　　　　分 全　職　種 一般行政職

(支給率等) （2％～45％加算）

47.709 47.709 定年前早期退職特例措置
国の制度

24.586875 33.27075

（2％～20％加算）

加 算 措 置 等

支給率等
23.00 30.50 43.00 43.00 定年前早期退職特例措置

備　　考区　　分 20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度
そ の 他 の

2.250 月分 2.250 月分国の制度

0.25 月分 4.55 月分 有

4.50 月分 有

前 年 度 2.125 月分 2.175 月分

月分 2.225 月分 0.25 月分 4.65

区　　分
支 給 期 別 支 給 率

支 給 率
職制上の段階職務の

月分 有

円 361 円

備　　考

本 年 度 2.175

6月 12月 3月 級等による加算措置
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継続費に関する調書

款 項 事業名

全　　　体　　　計　　　画 前前年度
末までの
支払義務
発生額

前年度末
までの支
払義務発
生（見
込）額

当該年度
支払義務
発生予定
額

当該年度
末までの
支払義務
発生予定
額

翌年度以
降の支払
義務発生
予定額

継続費の
総額に対
する進捗
率年度 年割額

左　の　財　源　内　訳

  国都
  補助金

 企業債
損益勘定
留保資金
等

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

1
資本的支
出

1
建設改良
費

長岡１号
幹線整備
事業

令和

4年度 71,750 1,837 69,400 513 50,000 50,000 1.3

5年度 676,290 431,329 244,900 61 698,040 698,040 18.6

6年度 1,793,836 1,140,777 653,000 59 1,793,836 1,793,836 47.7

7年度 1,219,236 312,154 907,000 82 1,219,236 32.4

計 3,761,112 1,886,097 1,219,236 100.01,874,300 715 50,000 698,040 1,793,836 2,541,876
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債務負担行為に関する調書

事　　　項 限度額

前年度末までの支払 当該年度以降の支払

義務発生(見込)額 義務発生予定額

期　間 金額 期　間 金額
国　都
補助金

企業債 その他

左の財源内訳

 限度額
 に同じ

瑞穂町水洗便所改造
資金融資損失補償

金融機関
がこの融
資により
回収不能
となった
元利償還
金

令和6年度
から

令和9年度

 限度額
 に同じ

－13－



（単位：円）

1 固定資産

(1) 有形固定資産

イ 土地 124,978,495

ロ 建物 63,838,436

減価償却累計額 △ 21,833,647 42,004,789

ハ 構築物 13,838,597,091

減価償却累計額 △ 2,985,556,028 10,853,041,063

ニ 機械及び装置 252,416,661

減価償却累計額 △ 65,171,442 187,245,219

ホ 車両及び運搬具 52,396

減価償却累計額 0 52,396

ヘ 建設仮勘定 2,708,091,169

有形固定資産合計 13,915,413,131

(2) 無形固定資産

イ 施設利用権 552,772,206

無形固定資産合計 552,772,206

固定資産合計 14,468,185,337

2 流動資産

(1) 現金・預金 1,750,177,087

(2) 未収金 500,615,127

貸倒引当金 △ 3,490,977 497,124,150

流動資産合計 2,247,301,237

資産合計 16,715,486,574

令和６年度瑞穂町下水道事業予定貸借対照表
(令和７年３月３１日)

資　産　の　部
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3 固定負債

(1) 企業債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 2,838,877,925

企業債合計 2,838,877,925

固定負債合計 2,838,877,925

4 流動負債

(1) 企業債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 125,742,854

企業債合計 125,742,854

(2) 未払金 1,906,145,554

(3) 引当金

イ 賞与引当金 4,505,000

引当金合計 4,505,000

(4) その他流動負債 40,000

流動負債合計 2,036,433,408

5 繰延収益

(1) 長期前受金

イ 補助金 3,158,322,533

収益化累計額 △ 363,729,641 2,794,592,892

ロ 受贈財産評価額 2,842,490,458

収益化累計額 △ 853,260,848 1,989,229,610

ハ 他会計負担金 4,874,037,320

収益化累計額 △ 1,054,512,721 3,819,524,599

ニ 分担金及び負担金 728,257,379

収益化累計額 △ 148,906,658 579,350,721

長期前受金合計 9,182,697,822

繰延収益合計 9,182,697,822

負債合計 14,058,009,155

6 資本金

(1) 固有資本金 1,967,929,404

(2) 繰入資本金 424,685,000

(3) 組入資本金 165,552,720

資本金合計 2,558,167,124

7 剰余金

(1) 資本剰余金

イ 他会計負担金 52,191,165

資本剰余金合計 52,191,165

(2) 利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金 47,119,130

利益剰余金合計 47,119,130

剰余金合計 99,310,295

資本合計 2,657,477,419

負債資本合計 16,715,486,574

負　債　の　部

資　本　の　部
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（単位：円）

1 営業収益

(1) 下水道使用料 412,117,273

(2) 他会計負担金 79,171,000

(3) その他営業収益 176,000 491,464,273

2 営業費用

(1) 管渠費 127,280,639

(2) ポンプ場費 29,682,733

(3) 業務費 194,095,731

(4) 総係費 86,898,005

(5) 減価償却費 646,577,000 1,084,534,108

営業損失 593,069,835

3 営業外収益

(1) 受取利息及び配当金 1,000

(2) 他会計負担金 147,542,000

(3) 長期前受金戻入 468,479,000

(4) 補助金 21,051,000

(5) 雑収益 1,548,693 638,621,693

4 営業外費用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 28,537,000

(2) 雑支出 2,043,728 30,580,728 608,040,965

経常利益 14,971,130

当年度純利益 14,971,130

前年度繰越利益剰余金 0

その他未処分利益剰余金変動額 31,004,267

当年度未処分利益剰余金 45,975,397

令和５年度瑞穂町下水道事業予定損益計算書
(令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで)
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（単位：円）

1 固定資産

(1) 有形固定資産

イ 土地 124,978,495

ロ 建物 63,838,436

減価償却累計額 △ 17,466,647 46,371,789

ハ 構築物 13,790,542,635

減価償却累計額 △ 2,382,122,028 11,408,420,607

ニ 機械及び装置 252,416,661

減価償却累計額 △ 50,723,442 201,693,219

ホ 車両及び運搬具 52,396

減価償却累計額 0 52,396

ヘ 建設仮勘定 1,043,567,714

有形固定資産合計 12,825,084,220

(2) 無形固定資産

イ 施設利用権 534,194,750

無形固定資産合計 534,194,750

固定資産合計 13,359,278,970

2 流動資産

(1) 現金・預金 854,603,938

(2) 未収金 223,946,084

貸倒引当金 △ 3,140,453 220,805,631

流動資産合計 1,075,409,569

資産合計 14,434,688,539

令和５年度瑞穂町下水道事業予定貸借対照表
(令和６年３月３１日)

資　産　の　部
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3 固定負債

(1) 企業債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 2,256,521,655

企業債合計 2,256,521,655

固定負債合計 2,256,521,655

4 流動負債

(1) 企業債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債 126,559,124

企業債合計 126,559,124

(2) 未払金 783,897,616

(3) 引当金

イ 賞与引当金 4,561,000

引当金合計 4,561,000

(4) その他流動負債 40,000

流動負債合計 915,057,740

5 繰延収益

(1) 長期前受金

イ 補助金 2,121,252,533

収益化累計額 △ 290,831,641 1,830,420,892

ロ 受贈財産評価額 2,842,490,458

収益化累計額 △ 679,549,848 2,162,940,610

ハ 他会計負担金 4,874,037,320

収益化累計額 △ 860,556,721 4,013,480,599

ニ 分担金及び負担金 727,191,015

収益化累計額 △ 118,621,658 608,569,357

長期前受金合計 8,615,411,458

繰延収益合計 8,615,411,458

負債合計 11,786,990,853

6 資本金

(1) 固有資本金 1,967,929,404

(2) 繰入資本金 416,049,000

(3) 組入資本金 165,552,720

資本金合計 2,549,531,124

7 剰余金

(1) 資本剰余金

イ 他会計負担金 52,191,165

資本剰余金合計 52,191,165

(2) 利益剰余金

イ 当年度未処分利益剰余金 45,975,397

利益剰余金合計 45,975,397

剰余金合計 98,166,562

資本合計 2,647,697,686

負債資本合計 14,434,688,539

負　債　の　部

資　本　の　部
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瑞穂町下水道事業会計予算に係る注記事項 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

・減価償却の方法   定額法による 

・主な耐用年数    建物           ５０年 

構築物          ５０年 

           機械及び装置    １０～２０年 

 （２）無形固定資産 

    ・減価償却の方法   定額法による 

    ・主な耐用年数    施設利用権        ４５年 

 ２ 引当金の計上方法 

 （１）退職給付引当金 

     職員の退職手当は、「職員の退職手当に係る協定書」に基づき、東京都市町村職員退職手当組

合へ負担している普通負担金を除き、一般会計がその全部を負担することになっているため、退

職給付引当金は計上していない。 

 （２）貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。 

 （３）賞与引当金 

     職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末におけ

る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上して

いる。 

 ３ 消費税及び地方消費税の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表等関連 

 企業債の償還に係る他会計の負担 

  貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度末の翌日から起算して１年以内に償還予定のもの

を含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は８１８,２３５千円である。 

 

Ⅲ セグメント情報関連 

 セグメントの概要 

  瑞穂町下水道事業会計では、公共下水道事業の単一セグメントのため、記載を省略する。 

 

Ⅳ その他の注記 

 １ 貸倒引当金の目的使用による取り崩し 

  令和６年度の予定（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで） 

  当該事業において、債権の不納欠損による損失に１５９千円を使用する見込みである。 

 ２ 賞与引当金の目的使用による取り崩し 

  令和６年度の予定（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで） 

  当該事業において、期末・勤勉手当及び法定福利費に４,５６１千円を使用する見込みである。 
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瑞穂町下水道事業会計予算 

に関する説明資料 

 

 

 



1 下水道事業収益 1,309,591 1,206,406 103,185

　 1 営業収益 507,945 538,677 △ 30,732

　 1 下水道使用料 447,269 453,329 △ 6,060

　 2 他会計負担金 60,490 85,172 △ 24,682

　 3 その他営業収益 186 176 10

　

　 2 営業外収益 801,646 667,729 133,917

　 1 受取利息及び配当金 2 1 1

　 2 他会計負担金 245,033 150,652 94,381

　 3 補助金 15,375 20,983 △ 5,608

　

　 4 長期前受金戻入 470,850 465,489 5,361

　

　

　

　

　

　 5 消費税及び地方消費税還付 70,386 30,499 39,887

　 金

　 0 雑収益 0 105 △ 105

令和６年度瑞穂町下水道事業会計予算実施計画説明書

収益的収入及び支出

収　　入

款　　　項　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較
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1 下水道使用料 447,269 1 下水道使用料 447,269

1 雨水処理負担金 60,490 1 雨水処理に係る一般会計負担金 60,490

1 手数料 186 1 指定工事店の指定許可申請手数料 185

2 下水道事業受益者負担金納入証明手数料 1

1 預金利息 2 1 預金利息 2

1 一般会計負担金 245,033 1 汚水処理に係る一般会計負担金 245,033

1 国庫補助金 14,000 1 防災・安全交付金 14,000

2 都補助金 1,375 1 市町村下水道事業都費補助金 1,375

1 補助金 72,898 1 国庫補助金 67,088

2 都補助金 5,810

2 受贈財産評価額 173,711 1 受贈財産評価額 173,711

3 他会計負担金 193,956 1 一般会計負担金 193,956

4 分担金及び負担金 30,285 1 下水道事業受益者負担金 28,233

2 国庫負担金 2,052

1 消費税及び地方消 70,386 1 消費税及び地方消費税還付金 70,386

費税還付金

廃目

（単位：千円）

節
説　　　　　明

区　　分 金　　額
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1 下水道事業費用 1,243,831 1,166,336 77,495

　 1 営業費用 1,208,935 1,132,309 76,626

　 1 管渠費 225,618 140,112 85,506

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　 2 ポンプ場費 37,025 36,433 592

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　 3 業務費 200,706 218,578 △ 17,872

　

　

　

　

　

支　　出

款　　　項　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較
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10 材料費 396 1 人孔鉄蓋 155

2 井戸水メータ 241

17 修繕費 5,000 1 修繕費 5,000

22 委託料 126,998 1 公共下水道維持管理業務 121,998

2 伏越マンホール修繕設計業務 5,000

23 使用料 9 1 建設副産物情報交換システム使用料 9

24 賃借料 67 1 ＪＲ用地賃借料 46

2 下水道施設用地賃借料 21

28 工事請負費 93,148 1 管渠、マンホール、汚水桝等補修工事 93,002

2 井戸水メータ設置工事 146

9 備消品費 159 1 消耗品費 159

12 光熱水費 12,875 1 光熱水費 12,875

14 薬品費 6,680 1 硫化水素抑制剤 6,680

15 燃料費 18 1 燃料費 18

17 修繕費 5,796 1 修繕費 5,796

20 通信運搬費 155 1 通信運搬費 155

22 委託料 11,126 1 自家用電気工作物保安管理業務 495

2 消防用設備等保守点検 87

3 維持管理業務 9,680

4 場内管理業務 864

23 使用料 154 1 テレビ聴視料 22

2 遠方監視システム支援装置使用料 132

30 保険料 62 1 建物火災保険料 62

9 備消品費 5 1 消耗品費 5

20 通信運搬費 14 1 通信運搬費 14

21 手数料 244 1 ガス検知器等点検料 244

22 委託料 19,998 1 下水道台帳システム保守更新業務 7,249

2 産業廃棄物処理業務 6,688

3 汚泥等収集運搬業務 6,061

（単位：千円）

節
説　　　　　明

区　　分 金　　額
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支　　出

款　　　項　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較

　

　

　

　

　

　

　 4 総係費 98,859 92,892 5,967
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（単位：千円）

節
説　　　　　明

区　　分 金　　額

23 使用料 1 1 都営住宅敷地使用料 1

27 負担金 180,444 1 多摩川上流流域下水道維持管理負担金 178,398

2 西住宅地区周辺排水路維持管理負担金 62

3 公共下水道事業事務委託維持管理負担金 77

4 水質検査負担金 1,886

5 酸欠技能講習会負担金 21

1 給料 16,285 1 一般職員給 ４人 16,285

2 手当 8,511 1 扶養手当 216

2 管理職手当 840

3 地域手当 1,735

4 超過勤務手当 650

5 通勤手当 82

6 特殊勤務手当 11

7 期末・勤勉手当 4,737

8 児童手当 240

5 法定福利費 4,655 1 法定福利費 4,655

6 退職給付費 2,041 1 退職給付費 2,041

8 旅費 104 1 職員普通旅費 104

9 備消品費 136 1 消耗品費 136

15 燃料費 61 1 燃料費 61

16 印刷製本費 164 1 印刷製本費 164

17 修繕費 10 1 修繕費 10

20 通信運搬費 50 1 通信運搬費 50

21 手数料 42 1 口座振替手数料 2

2 自動車車検料 40

22 委託料 61,655 1 下水道事業受益者負担金賦課業務 6,864

2 下水道使用料徴収事務 37,734

3 公営企業会計システム保守業務 1,815

4 公営企業会計運用支援業務 2,420

5 下水道積算システムプログラム作成業務 1,452

6 下水道プラン（経営戦略）改定業務 5,694
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支　　出

款　　　項　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　 5 減価償却費 646,727 644,294 2,433

　

　

　

　

　 2 営業外費用 29,896 29,027 869

　 1 支払利息及び企業債取扱諸 29,896 29,027 869

　 費

　

　 3 予備費 5,000 5,000 0

　 1 予備費 5,000 5,000 0
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（単位：千円）

節
説　　　　　明

区　　分 金　　額

7 公共下水道事業計画変更認可設計 5,621

8 産業廃棄物処理業務 55

23 使用料 636 1 設計単価刊行物データ使用料 253

2 公営企業会計システム共同利用使用料 383

24 賃借料 724 1 下水道積算システム機器借上料 724

27 負担金 244 1 日本下水道協会負担金 144

2 職員実務研修会負担金 40

3 下水道事業積算施工適正化委員会負担金 20

4 全国町村下水道推進協議会東京都支部負 20

担金

5 東京都総合治水対策協議会負担金 20

30 保険料 32 1 自動車保険料 32

31 公課費 9 1 自動車重量税 9

32 補助交付金 5 1 水洗便所改造資金利子補給金 5

35 報償費 40 1 下水道事業受益者負担金納期前納付報奨 40

金

38 貸倒引当金繰入額 510 1 貸倒引当金繰入額 510

39 賞与引当金繰入額 2,945 1 賞与引当金繰入額 2,945

1 有形固定資産減価 622,249 1 建物 4,367

償却費 2 構築物 603,434

3 機械及び装置 14,448

2 無形固定資産減価 24,478 1 施設利用権 24,478

償却費

1 企業債利息 29,896 1 公共下水道事業債 25,372

2 流域下水道事業債 4,449

3 一時借入金 75

1 予備費 5,000 1 予備費 5,000

－29－



1 資本的収入 1,858,686 769,485 1,089,201

　 1 企業債 708,100 427,300 280,800

　 1 企業債 708,100 427,300 280,800

　

　 2 他会計出資金 8,636 36,000 △ 27,364

　 1 他会計出資金 8,636 36,000 △ 27,364

　 3 補助金 1,140,777 305,342 835,435

　 1 国庫補助金 760,518 290,803 469,715

　 2 都補助金 380,259 14,539 365,720

　 4 負担金 1,173 843 330

　 1 受益者負担金 167 573 △ 406

　 2 国庫負担金 1,006 270 736

資本的収入及び支出

収　　入

款　　　項　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較
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1 公共下水道事業債 665,500 1 公共下水道事業債 665,500

2 流域下水道事業債 42,600 1 流域下水道事業債 42,600

1 一般会計出資金 8,636 1 一般会計出資金 8,636

1 国庫補助金 760,518 1 大規模雨水処理施設整備事業補助金 760,518

1 都補助金 380,259 1 市町村下水道事業都費補助金 380,259

1 受益者負担金 167 1 下水道事業受益者負担金 167

1 国庫負担金 1,006 1 流域下水道横田基地分見舞金 1,006

（単位：千円）

節
説　　　　　明

区　　分 金　　額
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1 資本的支出 2,055,624 934,308 1,121,316

　 1 建設改良費 1,929,064 796,244 1,132,820

　 1 管渠整備費 1,881,703 751,238 1,130,465

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　 2 多摩川上流流域下水道建設 36,898 34,414 2,484

　 負担金

　 3 多摩川上流流域下水道改良 10,463 10,592 △ 129

　 負担金

　 2 企業債償還金 126,560 138,064 △ 11,504

　 1 企業債償還金 126,560 138,064 △ 11,504

　

支　　出

款　　　項　　　目 本　年　度 前　年　度 比　　較
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1 給料 8,206 1 一般職員給  ２人 8,206

2 手当 5,558 1 扶養手当 288

2 地域手当 850

3 超過勤務手当 285

4 通勤手当 33

5 特殊勤務手当 15

6 期末・勤勉手当 3,787

7 児童手当 300

5 法定福利費 2,402 1 法定福利費 2,402

6 退職給付費 1,190 1 退職給付費 1,190

8 旅費 60 1 職員普通旅費 60

9 備消品費 230 1 消耗品費 230

22 委託料 1,832,103 1 都道掘削復旧工事監督業務 300

2 公共下水道事業 30,290

3 長岡１号幹線布設工事業務 1,798,213

4 管渠布設工事実施設計業務 3,300

24 賃借料 254 1 長岡１号幹線布設工事用地賃借料 254

26 補償費 2,000 1 長岡１号幹線布設工事用地補償費 2,000

27 負担金 1,450 1 水道移設工事負担金 1,000

2 架空線移設工事負担金 450

28 工事請負費 28,250 1 公共下水道管渠布設工事 28,250

1 多摩川上流流域下 36,898 1 多摩川上流流域下水道建設負担金 36,898

水道建設負担金

1 多摩川上流流域下 10,463 1 多摩川上流流域下水道改良負担金 10,463

水道改良負担金

1 公共下水道事業債 107,021 1 公共下水道事業債 107,021

2 流域下水道事業債 19,539 1 流域下水道事業債 19,539

（単位：千円）
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